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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．第８７期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適用しております。 

回次 第８５期中 第８６期中 第８７期中 第８５期 第８６期 

会計期間 

 自平成１６年 
４月  １日 
至平成１６年 
９月３０日 

自平成１７年 
４月  １日 
至平成１７年 
９月３０日 

自平成１８年 
４月  １日 
至平成１８年 
９月３０日 

自平成１６年 
４月  １日 
至平成１７年 
３月３１日 

自平成１７年 
４月  １日 
至平成１８年 
３月３１日 

（1）連結経営指標等      

売上高（百万円） 39,129 38,584 51,365 77,204 84,312 

経常利益（百万円） 4,076 3,819 6,745 7,333 9,045 

中間（当期）純利益（百万円） 2,395 2,290 3,974 4,015 5,182 

純資産額（百万円） 28,703 32,308 41,427 30,296 38,046 

総資産額（百万円） 68,052 66,802 80,111 67,967 71,719 

１株当たり純資産額（円） 457.60 515.27 626.44 481.57 576.03 

１株当たり中間（当期）純利益（円） 40.70 36.53 60.15 64.64 82.10 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
37.15 31.51 58.42 59.23 73.22 

自己資本比率（％） 42.2 48.4 51.7 44.6 53.0 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
2,156 406 4,108 7,473 3,940 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△798 △2,072 △2,807 △1,745 △3,525 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
△311 △2,849 △910 △1,230 △5,652 

現金及び現金同等物の中間期末 

（期末）残高（百万円） 
5,303 4,199 4,055 8,745 3,648 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

3,206 

(423) 

3,336 

(388) 

3,569 

(362) 

3,173 

(415) 

3,512 

(373) 

（2）提出会社の経営指標等      

売上高（百万円） 38,273 36,882 49,538 74,548 80,401 

経常利益（百万円） 3,903 3,460 6,550 6,952 8,481 

中間（当期）純利益（百万円） 2,178 2,043 3,893 3,871 4,904 

資本金（百万円） 8,943 8,943 10,400 8,943 10,363 

発行済株式総数（株） 64,494,915 64,494,915 67,963,319 64,494,915 67,873,928 

純資産額（百万円） 29,878 33,040 41,791 31,375 38,508 

総資産額（百万円） 66,836 65,935 78,397 66,915 70,444 

１株当たり純資産額（円） 476.34 526.93 631.94 498.78 583.02 

１株当たり中間（当期）純利益（円） 37.01 32.59 58.92 62.27 77.69 

潜在株式調整後１株当たり 

中間（当期）純利益（円） 
33.80 28.15 57.23 57.08 69.31 

１株当たり配当額（円） 5.00 6.00 8.00 12.00 16.00 

自己資本比率（％） 44.7 50.1 53.3 46.9 54.7 

従業員数（人） 

（外、平均臨時雇用者数） 

2,215 

(336) 

2,212 

(303) 

2,185 

(284) 

2,158 

(329) 

2,166 

(278) 



２【事業の内容】 

当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更しております。変更の内容については、「第５ 経理の状

況 １.中間連結財務諸表等（１）中間連結財務諸表 注記事項（セグメント情報）」 に記載のとおりであります。 

 なお、主要な関係会社に異動はありません。 

３【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間連結会計期間の平均人員を外書で記載してお

ります。なお、臨時従業員数はパートタイマー及び嘱託であり、人材会社からの派遣社員は含まれておりま

せん。 

２．「全社」は、提出会社の一般管理部門（人事、経理、総務等）及び子会社シーケーディグローバルサービス

㈱の人員であります。 

(2）提出会社の状況 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外書で記載しておりま

す。なお、臨時従業員数はパートタイマー及び嘱託であり、人材会社からの派遣社員は含まれておりませ

ん。 

(3）労働組合の状況 

 労使関係について特に記載すべき事項はありません。 

  平成１８年９月３０日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

自動機械部門 432 (26) 

機器部門 3,019 (328) 

全社（共通） 118 (8) 

合計 3,569 (362) 

  平成１８年９月３０日現在

区分 計 

従業員数（人） 2,185 (284) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

（１）業績 

 当中間連結会計期間におけるわが国経済は、原油・原材料価格の高騰を背景としたコスト上昇が続き、景気停滞へ

の影響が懸念されたものの、企業収益の改善を受けて設備投資が増加し、個人消費も堅調に推移するなど景気は回復

基調で推移しました。 

 このような状況下、当社グループでは、液晶テレビ用バックライト製造装置の売上が前連結会計年度に引き続き好

調を維持し、大幅に伸長いたしました。また、機器部門においても、半導体関連業界の好調により流体制御機器が好

調に推移し、前年同期比で大幅な増収増益を達成することができました。 

  この結果、当中間連結会計期間の連結売上高は５１３億６５百万円（前年同期比３３.１％増）、経常利益は６７億

４５百万円（前年同期比７６.６％増）、中間純利益については、３９億７４百万円（前年同期比７３.５％増）とな

り、いずれも中間期で過去最高を達成することができました。 

 

 事業の種類別セグメントの業績を示すと次のとおりであります。なお、売上高にはセグメント間の取引を含んでお

ります。 

 

 自動機械部門では、液晶関連業界に使用される液晶テレビ用バックライト製造装置が大幅に伸長し、また、三次元

はんだ印刷検査装置も堅調に推移したことから、連結売上高は１４６億６７百万円（前年同期比１１３.５％増）とな

り、営業利益は２６億２０百万円（前年同期比１４１.７％増）となりました。 

  機器部門では、不採算機種の撤退は進めておりますが、前下期に引き続き半導体関連業界の設備投資が活況を呈し

ていることからファイン製品が増加し、連結売上高は３７３億５百万円（前年同期比１６.７％増）、営業利益は５８

億５１百万円（前年同期比３８.０％増）となりました。 

 

  所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。なお、売上高にはセグメント間の取引を含んでおります。 

 

 日本の売上高は液晶テレビ用バックライト製造装置、流体制御機器の好調を主因として４９５億９２百万円（前年

同期比３４.０％増）、営業利益は８８億５９百万円（同５６.４％増）となりました。 

  アジアの売上高は、ＣＫＤタイとＣＫＤ韓国の売上増加を主因として、５１億２３百万円（同３０.３％増）とな

り、営業利益は、２億７百万円（同６０.６％増）となりました。 

  その他の地域の売上高は、ＣＫＤ-ＵＳＡの売上増加により７億３７百万円（同３７.１％増）となり、営業利益は

４１百万円（同１３０.４％増）となりました。 

  

（２）キャッシュ・フロー 

 当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は４０億５５百万円となり、前年同期に

比べ１億４４百万円（前年同期比３.４％）減少いたしました。各キャッシュ・フローの状況は次のとおりでありま

す。 

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は４１億８百万円（同９１１.６％増）となりました。これは主に、税金等調整前中間

純利益が６６億７８百万円（同７１.４％増）、仕入債務の増加３６億４１百万円（同１２３.１％増）、前受金の増

加１０億９５百万円（同２７９.４％増）による資金の増加、また、売上債権および営業未収入金の増加２１億２５百

万円（同１４.０％減）、たな卸資産の増加４０億１６百万円（同４１７.５％増）、法人税等の支払い１６億２４百

万円（同３５.８％減）による資金の減少によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  投資活動の結果使用した資金は、２８億７百万円（同３５.４％増）となりました。これは主に、有形固定資産の取

得費用１１億９６百万円（同４５.０％減）、投資有価証券の取得１４億８６百万円（同６３５.６％増）によるもの

であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

  財務活動の結果使用した資金は、９億１０百万円（同６８.０％減）となりました。これは主に配当金の支払い６億

５９百万円（同５０.３％増）、借入金の返済２億１７百万円（同２２.６％減）によるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格により、セグメント間の内部振替後の数値によります。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

        ３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前中間連結

      会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

(2）受注実績 

 当中間連結会計期間における自動機械部門の受注実績を示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．自動機械部門以外は、需要見込による生産方法をとっております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間の取引については相殺消去しております。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当中間連結会計期間から事業の種類別セグメントを変更したため、前年同期比較に当たっては、前中間連結

会計期間分を変更後の区分に組み替えて行っております。 

事業の種類別セグメントの名称 生産高（百万円） 前年同期比（％） 

自動機械部門 18,605 239.0 

機器部門 37,717 118.7 

合計 56,323 142.4 

事業の種類別セグメントの名称 受注高（百万円） 前年同期比（％） 受注残高(百万円) 前年同期比（％） 

自動機械部門 12,529 109.5 17,891 165.9 

事業の種類別セグメントの名称 販売高（百万円） 前年同期比（％） 

自動機械部門 14,659 213.4 

機器部門 36,706 115.7 

合計 51,365 133.1 



３【対処すべき課題】 

 当社グループは、収益構造を変革する諸施策を実行し、景気の動向に左右されることなく、継続的に収益を確保できる

強靭な収益基盤を確立してまいりました。 

  今後はさらに拡大成長していくために経営の軸足を成長戦略へシフトしており、昨年１年間で飛躍へ挑戦するためのイ

ンフラ整備や組織改革は一応の目途がついたと考えております。今年度は「挑戦」ではなく「実践」する年であると位置

付け、「飛躍の実践」をスローガンとし、将来の市場を見極めた商品開発を強化し、品質重視でお客様満足度を向上さ

せ、販売方策重視で売上拡大を図り、中長期にわたる継続した増収・増益を達成するべく取り組んでまいります。 

   

  また、経営管理の面では、新たに発足したＣＳＲ推進室の活動強化に加えて、法令順守とリスクに対応した社内業務改

革とその統制システムを構築するための「内部統制プロジェクト」や機器製品の輸出増加に対応し、国際的な平和および

安全維持を目的とする安全保障輸出管理を適切に実施し、継続的発展を確保することを目的とする「安全保障輸出管理

室」を設置する等、組織活動を通じ企業価値の増大を図ってまいります。 

  

  営業面では、特定業種のニーズを積極的に取り入れた営業活動を推進するとともに、地区営業部門への支援体制および

現有市場における販売実績を拡大するための代理店政策の強化を目指してまいります。また、販売ネットワークシステム

を活用した営業の効率アップ、情報のスピードアップを推進し、国内のシェアアップを図るべく、好調な業界を中心にタ

ーゲット市場を決めた営業展開を行い、新商品を投入することにより売上拡大を図ってまいります。 

  海外拠点につきましては、中国市場では、ＣＫＤ上海の営業拠点を２００５年度に４拠点増設し、全１７拠点の体制と

いたしました。現地幹部社員の増強、受発注管理等インフラの整備により、更なる売上拡大を図ってまいります。韓国に

つきましては、ＣＫＤ韓国が販売代理店の活用、現地生産体制の強化、サービス体制の強化、新規ユーザーの開拓を進め

ております。タイにつきましては、販売部門と生産部門を統合し効率的に運営することにより、好調な自動車関連業界等

の設備投資に対応してまいります。米国では、ＣＫＤ-ＵＳＡが半導体関連業界・自動車関連業界を中心に受注拡大を図

り、欧州では、欧州支店を通じて代理店網の整備と日系企業へのサービス強化を実施してまいります。 

   

  生産面では、自動機械部門につきましては、本社工場内に新棟を建設し、液晶テレビ用バックライト製造装置の生産体

制を確保するとともに、三次元はんだ印刷検査装置および薬品用自動包装システムの受注拡大と納期対応のために生産能

力を増強してまいります。 

  機器部門につきましても、昨年度下期以降から半導体製造装置関連の機器商品の需要が回復し、予想以上のスピードで

受注が伸びてきており、春日井事業所内に半導体関連機器商品の増産を目的としたクリーンルームを増設いたします。ま

た、将来の需要増に備え四日市事業所内に機器製品の新たな生産工場を建設いたします。 

  中国およびタイの生産拠点は、日本向け商品の拡大と現地企業および現地日系企業の積極的な設備投資に支えられ、順

調に業績を伸ばしております。今後、現地販売拡大に合せて生産を拡大してまいります。 

   

  開発面では、お客様に喜んでいただける商品を継続的に開発し、採用していただくことにより市場占有率も上がり、利

益に貢献することができると考えております。そのためには、お客様が将来どのような機能の商品を要求するのかを見極

め、必要な要素技術の開発を含め、スピードを上げて商品の開発を行うことが重要であると考えており、半導体を中心と

した流体制御の強化、機器製品の基幹商品を中心とした商品群の充実を図ってまいります。 

  開発体制を強化するために発足した「開発統括部」は、マーケティング重視の開発企画の充実と、事業の柱となる次期

商品群の開発を「プロジェクト体制」で推進し、当社が最も得意とする「流体制御および自動化」の技術を活用すること

により、競争力のある新商品の開発にスピードを上げて取り組んでまいります。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において経営上の重要な契約等はありません。 



５【研究開発活動】 

   当社グループは、「お客様のニーズに的確に対応した商品」や「環境負荷低減商品」を市場に投入するために、  

  生産・販売・開発の各部門が一体となり、スピードを上げた開発活動を継続的に進めております。 

    商品開発の骨子としては、市場要求をフィードバックする事で基幹商品をより強くする(幹を太くする)活動、次  

  基幹商品開発は世の中のトレンドを見極め、要素・工法技術開発とあわせて実施する(苗木にする)活動、そして更 

  に将来の市場を見据えて次々世代の基幹商品のあるべき姿を予測する(種をまく)活動に取り組んでまいります。 

    当中間連結会計期間における各事業部門の研究開発項目は次の通りであります。なお当中間連結会計期間の研究  

  開発費は1２億９８百万円であり、各事業部門に配分できない基礎的研究費用４百万円が含まれております。 

  （1）自動機械部門 

   包装機分野においては、医薬品用包装機械を柱とした開発活動を進めております。環境負荷低減を開発コン 

  セプトとし好評をいただいている「ＦＢＰ－６００Ｅ」のシリーズ化として、品種切替え性をさらに向上さ  

 せ、お客様の生産性向上に貢献できる機種として「ＦＢＰ－３００Ｅ」を発売いたしました。また、ＰＴＰシー

 トへのバーコード表示の義務化を視野にいれた「印刷マーク合わせシステム」のバージョンアップ版を構築いた

 しました。 

    電子基板の実装関連においては、コア技術である３次元画像処理技術を更に高め、高精度、高速化に対応し 

 た「ＶＰ３０００」のシリーズ化として新機種の展開に取り組んでおります。 

   照明関連設備においては、国内外から多くのご注文をいただいている液晶テレビ用バックライト（ＣＣＦＬ）

 製造システムの開発を継続的に進めており、高品質・生産性向上を視野にいれたシリーズ展開を図っておりま 

 す。研究開発費の金額は、１億８８百万円であります。                          

  （2）機器部門 

     半導体、フラットパネルディスプレイ、自動車業界の活発な需要に対応した機器商品の開発および基幹商品 

   を中心とした商品力アップに取り組んでおります。 

     半導体関連では、高集積化の流れが加速的に進む中、市場からの流体制御に関する様々なご要求にシステ  

   ム・ユニット商品を提案、また後工程においては、高精度な位置決めの要求に応えるべく、高剛性リニアガ  

   イドシリンダおよび極限まで小型化を追求した小型高精度リニアガイドシリンダを発売。フラットパネルデ 

  ィスプレイ関連では、ガラスの大型化に伴う搬送工程からの要求に応えるべく浮上システムの提案、また半  

   導体も含め高精度・多機能要求が高まる中でより競争力を強化するために新型小型デジタル圧力センサを発売 

   いたしました。 

     自動車関連では、低消費電力・小型化などの市場要求を受け、ＩＳＯ準拠新型空圧バルブおよび主要性能す 

   べてにランクアップを実現したプラグインマニホールドバルブを発売いたしました。研究開発費の金額は１１ 

   億５百万円であります。         

（注）上記金額には、消費税等は含まれておりません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

（注）上記金額には、消費税等は含んでおりません。 

会社名 

事業所名 
所在地 

事業の 

種類別 

セグメント

の名称 

設備の内容 

投資予定金額 

資金 

調達方法 

着手及び完了予定年月 
完了後の

延べ 

床面積 
総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

当社 

春日井事業所 

愛知県 

春日井市 
機器部門 

半導体関連 

機器製品 

加工組立工場 

（建物） 

3,100 －  自己資金 
平成１８年

９月 

平成１９年

２月 
6,550㎡ 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

（1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  （注）「提出日現在発行数」には、平成１８年１２月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使（旧商法

に基づき発行された新株予約権付社債の権利行使）により発行された株式数は含まれておりません。 

（2）【新株予約権等の状況】 

当社は、旧商法に基づき新株予約権付社債を発行しております。 

平成１７年３月３０日取締役会決議 平成２１年満期円貨建転換社債型新株予約権付社債 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 233,000,000 

計 233,000,000 

種類 
中間会計期間末現在 
発行数（株） 

（平成１８年９月３０日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成１８年１２月１５日）

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 67,963,319 67,963,319 

東京証券取引所 

（市場第一部） 

名古屋証券取引所 

（市場第一部） 

－ 

計 67,963,319 67,963,319 － － 

 
中間会計期間末現在 

（平成１８年９月３０日） 
提出日の前月末現在 

（平成１８年１１月３０日）

新株予約権の数（個） 318 318 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式 同左  

新株予約権の目的となる株式の数（株） 1,895,113 1,895,113 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 839 同左  

新株予約権の行使期間 
 自 平成１７年４月２７日 

 至 平成２１年４月  ６日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 

資本組入額 

839 

420 
同左  

新株予約権の行使の条件 
各本新株予約権の一部行使は

できない 
同左  

新株予約権の譲渡に関する事項 
権利の譲渡及び質入は認めな

い 
同左  

代用払込みに関する事項 

旧商法第３４１条ノ３第１項

第７号及び第８号により、本

新株予約権を行使したとき

は、かかる行使をした者か

ら、当該本新株予約権が付せ

られた本社債の全額の償還に

代えて当該本新株予約権の行

使に際して払込をなすべき額

の全額の払込がなされたもの

とする旨の請求があったもの

とみなす 

 同左 



（3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  （注）新株予約権の行使による増加であります。 

（4）【大株主の状況】 

 （注）上記のほか、自己株式が１,８３１千株（２.６９％）あります。 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（千株） 

発行済株式
総数残高 
（千株） 

資本金増減
額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金 
増減額 
（百万円） 

資本準備金 
残高 
（百万円） 

平成１８年４月  １日～ 

平成１８年９月３０日 

（注） 

89 67,963 37 10,400 37 11,183 

  平成１８年９月３０日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信

託銀行（株）信託口 
東京都中央区晴海一丁目８－１１ 8,632 12.70 

日本マスタートラスト信託銀

行（株）信託口 
東京都港区浜松町二丁目１１－３ 6,810 10.02 

資産管理サービス信託銀行

（株）信託Ｂ口 

東京都中央区晴海一丁目８－１２ 

晴海アイランド トリトンスクエア 

オフィスタワーＺ棟 

2,050 3.01 

第一生命保険（相） 東京都千代田区有楽町一丁目１３－１ 1,900 2.79 

三井住友海上火災保険（株） 東京都中央区新川二丁目２７－２ 1,860 2.73 

（株）三井住友銀行 東京都千代田区有楽町一丁目１－２  1,581 2.32 

モルガン・スタンレー・アン

ド・カンパニー・インターナ

ショナル・リミテッド 

（常任代理人 モルガン・ス

タンレー証券株式会社 証券

管理本部 オペレーション部

門） 

25CABOT SQUARE.CANARY WHARF.LONDON E14 

4QA ENGLAND 

（東京都渋谷区恵比寿４丁目２０－３ 恵比

寿ガーデンプレイスタワー） 

1,423 2.09 

ＣＫＤ持株会 愛知県小牧市応時二丁目２５０ 1,397 2.05 

住友生命保険（相） 東京都中央区築地七丁目１８－２４ 1,374 2.02 

日本トラスティ・サービス信

託銀行（株）信託口４  
東京都中央区晴海一丁目８－１１ 1,312 1.93 

計 － 28,342 41.70 



（5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものです。 

３【役員の状況】 

    前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  平成１８年９月３０日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  1,831,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 66,088,800 660,888 － 

単元未満株式 普通株式      43,019 － 
一単元（１００株）未満

の株式 

発行済株式総数 67,963,319 － － 

総株主の議決権 － 660,888 － 

  平成１８年９月３０日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シーケーディ 

株式会社 

愛知県小牧市応時

二丁目２５０番地 
1,831,500  － 1,831,500 2.69 

計 － 1,831,500  － 1,831,500 2.69 

月別 平成１８年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高（円） 2,085 2,025 1,828 1,828 1,676 1,655 

最低（円） 1,896 1,630 1,510 1,419 1,549 1,306 



第５【経理の状況】 

１．中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1）当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成１１年大蔵省

令第２４号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）は、改正前の中間連結財務諸

表規則に基づき、当中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）は、改正後の中間連

結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和５２年大蔵省令第 

 ３８号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

 なお、前中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則

に基づき、当中間会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）は、改正後の中間財務諸表等規

則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

  当社は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年

９月３０日まで）及び当中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の中間連結財務

諸表並びに前中間会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）及び当中間会計期間（平成１８

年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の中間財務諸表について、監査法人トーマツにより中間監査を受けて

おります。 



１【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

  
前中間連結会計期間末 
（平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 (資産の部)           

Ⅰ 流動資産           

１  現金及び預金    4,201  4,060    3,661  

２  受取手形及び売掛
金 

※３    22,953  24,548    25,063  

３  営業未収入金    1,900  5,723    3,046  

４  有価証券    39  10    －  

５  たな卸資産    12,651  18,453    14,415  

６  繰延税金資産    1,496  1,535    1,476  

７  その他    954  791    1,086  

  貸倒引当金    △23    △17    △37  

流動資産合計   44,174 66.1  55,105 68.8  48,712 67.9 

Ⅱ 固定資産           

１  有形固定資産 ※１           

 (1) 建物及び構築物  6,647   6,347   6,505   

 (2) 機械装置及び運
搬具  4,819   5,453   4,806   

 (3) 工具器具及び備
品  1,401   1,658   1,423   

 (4) 土地  4,644   4,585   4,581   

 (5) 建設仮勘定  169 17,682  391 18,436  426 17,743  

２  無形固定資産    471  617    499  

３  投資その他の資産           

 (1) 投資有価証券  2,104   4,127   2,670   

 (2) 繰延税金資産  1,774   1,154   1,475   

 (3) その他  657   732   699   

     貸倒引当金  △61 4,474  △61 5,952  △81 4,763 

固定資産合計   22,628 33.9  25,006 31.2  23,006 32.1 

資産合計   66,802 100.0  80,111 100.0  71,719 100.0 

          

 



  
前中間連結会計期間末 
（平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 (負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１  支払手形及び買掛
金   11,738   18,357   14,670  

２  短期借入金   851   896   792  

３  １年内返済予定の
長期借入金   2,545   5   305  

４  未払費用   826   808   3,056  

５ 未払法人税等   1,282   2,530   1,707  

６ 賞与引当金   2,123   2,187   －  

７ 役員賞与引当金    52   75   124  

８ 事業整理損引当
金    46   －   －  

９ その他   3,264   6,205   4,587  

流動負債合計   22,729 34.0  31,066 38.8  25,244 35.2 

Ⅱ 固定負債           

１ 社債   4,500   1,590   1,665  

２ 長期借入金   1,318   1,313   1,315  

３ 退職給付引当金   5,126   3,784   4,555  

４ 役員退職慰労引当
金   108   160   130  

５ 連結調整勘定   16   －   2  

６ その他   660   769   758  

固定負債合計   11,731 17.6  7,618 9.5  8,428 11.8 

負債合計   34,460 51.6  38,684 48.3  33,672 47.0 

 (少数株主持分)           

少数株主持分   33 0.0  － －  － － 

 (資本の部)           

Ⅰ 資本金   8,943 13.4  － －  10,363 14.4 

Ⅱ 資本剰余金   10,544 15.8  － －  11,960 16.7 

Ⅲ 利益剰余金   13,111 19.6  － －  15,626 21.8 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   571 0.9  － －  768 1.1 

Ⅴ 為替換算調整勘定   △158 △0.2  － －  80 0.1 

Ⅵ 自己株式   △703 △1.1  － －  △752 △1.1 

資本合計   32,308 48.4  － －  38,046 53.0 

負債、少数株主持分
及び資本合計   66,802 100.0  － －  71,719 100.0 

           
 



  
前中間連結会計期間末 
（平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 

（平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

 (純資産の部)                 

Ⅰ 株主資本                 

１ 資本金   － －  10,400 13.0  － － 

２ 資本剰余金   － －  11,998 15.0  － － 

３ 利益剰余金   － －  18,940 23.6  － － 

４ 自己株式   － －  △767 △1.0  － － 

  株主資本合計   － －  40,572 50.6  － － 

Ⅱ 評価・換算差額等                 

１ その他有価証券評
価差額金   － －  758 1.0  － － 

２ 為替換算調整勘定   － －  97 0.1  － － 

 評価・換算差額等合
計   － －  855 1.1  － － 

  純資産合計     － －   41,427 51.7   － － 

  負債純資産合計     － －   80,111 100.0   － － 

           



②【中間連結損益計算書】 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   38,584 100.0  51,365 100.0  84,312 100.0 

Ⅱ 売上原価   27,495 71.3  36,585 71.2  60,409 71.6 

売上総利益   11,088 28.7  14,779 28.8  23,902 28.4 

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

１ 人件費  3,133   3,277   6,145   

２ 役員賞与引当金繰入
額  －   75   124   

３ 退職給付費用  165   118   325   

４ 役員退職慰労引当金
繰入額  28   30   50   

５ 荷造運搬費  615   767   1,277   

６ 賃借料  573   577   1,137   

７ 業務委託費  312   421   703   

８ 減価償却費  122   136   259   

９ 研究開発費  1,217   1,298   2,419   

10 事業税  67   86   148   

11 その他  1,030 7,268 18.8 1,217 8,006 15.6 2,363 14,955 17.8 

営業利益   3,820 9.9  6,773 13.2  8,947 10.6 

Ⅳ 営業外収益           

１ 受取利息  7   11   20   

２ 受取配当金  12   30   13   

３ 仕入割引  22   37   51   

４ 為替差益  124   －   230   

５ 保険代理店手数料  27   34   60   

６ 雑収入  114 310 0.8 73 187 0.4 209 585 0.7 

Ⅴ 営業外費用           

１ 支払利息  80   46   132   

２ 売上割引  92   111   187   

３ システムライセンス
料等  54   －   33   

４ 為替差損  －   7   －   

５ 雑損失  83 311 0.8 50 216 0.5 133 486 0.6 

経常利益   3,819 9.9  6,745 13.1  9,045 10.7 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益           

１ 固定資産売却益 ※１ 36   4   62   

２ 貸倒引当金戻入益   －   32   －   

３ 過年度固定資産修正
益  8   －   89   

４ 子会社清算に伴う過
年度損益修正益 

  53   －   58   

５ その他  4 103 0.3 0 37 0.1 36 247 0.3 

Ⅶ 特別損失           

１ 固定資産処分損 ※２ 25   103   316   

２ その他  0 25 0.1 － 103 0.2 127 443 0.5 

税金等調整前中間
（当期）純利益   3,896 10.1  6,678 13.0  8,848 10.5 

法人税、住民税及び
事業税  1,245   2,435   3,121   

法人税等調整額  360 1,605 4.2 268 2,704 5.3 543 3,665 4.4 

少数株主利益   0 0.0  － －  0 0.0 

中間（当期）純利益   2,290 5.9  3,974 7.7  5,182 6.1 

           



 ③【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

中間連結剰余金計算書 

  
前中間連結会計期間 

 （自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日）

前連結会計年度の 

連結剰余金計算書 

 （自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 

 (資本剰余金の部)      

Ⅰ 資本剰余金期首残高   10,544  10,544 

Ⅱ 資本剰余金増加高      

 １ 自己株式処分差益  0   0   

 ２ 新株予約権行使による新株発行  － 0 1,415 1,415 

Ⅲ 資本剰余金中間期末(期末)残高   10,544  11,960 

 (利益剰余金の部)      

Ⅰ 利益剰余金期首残高   11,355  11,355 

Ⅱ 利益剰余金増加高      

   中間（当期）純利益  2,290 2,290 5,182 5,182 

Ⅲ 利益剰余金減少高      

 １ 配当金  438  815  

 ２ 役員賞与  95 534 95 910 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高   13,111  15,626 

      



中間連結株主資本等変動計算書 

    当中間連結会計期間(自平成１８年４月１日 至平成１８年９月３０日)  

  株主資本 

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成１８年３月３１日 残高（百万円） 10,363 11,960 15,626 △752 37,197 

中間連結会計期間中の変動額           

  新株の発行 37 37     75 

 利益処分による剰余金の配当     △660   △660 

 中間純利益     3,974   3,974 

 自己株式の取得       △15 △15 

 自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の中間連結会計期

間中の変動額（純額） 
          

中間連結会計期間中の変動額合計    

（百万円） 
37 38 3,313 △15 3,374 

平成１８年９月３０日 残高（百万円） 10,400 11,998 18,940 △767 40,572 

 評価・換算差額等 

純資産合計 

 
その他有価証券 

評価差額金 
為替換算調整勘定 

評価・換算差額 

等合計 

平成１８年３月３１日 残高（百万円） 768 80 848 38,046 

中間連結会計期間中の変動額         

 新株の発行    75 

 利益処分による剰余金の配当    △660 

 中間純利益    3,974 

 自己株式の取得    △15 

 自己株式の処分    0 

株主資本以外の項目の中間連結会計期

間中の変動額（純額） 
△10 16 6 6 

中間連結会計期間中の変動額合計     

（百万円） 
△10 16 6 3,380 

平成１８年９月３０日 残高（百万円） 758 97 855 41,427 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前中間連結会計期間 

(自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日) 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前中間（当期）純利益  3,896 6,678 8,848 

減価償却費  1,038 1,121 2,241 

貸倒引当金の増減額（減少：△）  △60 △38 △28 

役員賞与引当金の増減額（減少：△）   52 △49 124 

退職給付引当金の増減額（減少：△）  △595 △772 △1,167 

受取利息及び受取配当金  △20 △42 △34 

支払利息  80 46 132 

固定資産処分損  25 103 392 

固定資産売却益  △36 △4 △62 

売上債権の増減額（増加：△）  △2,185 552 △4,156 

営業未収入金の増減額（増加：△）  △284 △2,677 △1,429 

たな卸資産の増減額（増加：△）  △776 △4,016 △2,444 

仕入債務の増減額（減少：△）  1,632 3,641 4,391 

未払消費税等の増減額（減少：△）  1 △224 95 

前受金の増減額（減少：△）  － 1,095 1,217 

その他  225 322 △100 

小計  2,994 5,737 8,021 

利息及び配当金の受取額  23 41 46 

利息の支払額  △80 △46 △133 

法人税等の支払額  △2,530 △1,624 △3,993 

営業活動によるキャッシュ・フロー  406 4,108 3,940 

 



  
前中間連結会計期間 

(自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日) 

前連結会計年度の要約連結

キャッシュ・フロー計算書 

(自 平成１７年４月 １日 

至 平成１８年３月３１日) 

区分 
注記 

番号 
金額（百万円） 金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

有価証券の売却による収入  13 － 45 

投資有価証券の取得による支出  △202 △1,486 △574 

投資有価証券の売却による収入  0 － 150 

有形固定資産の取得による支出  △2,172 △1,196 △3,336 

有形固定資産の売却による収入  452 9 457 

無形固定資産の取得による支出  △163 △142 △235 

その他  － 7 △33 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △2,072 △2,807 △3,525 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金純増減額（減少：△）  △278 85 △413 

ファイナンス・リース債務の返済によ

る支出  
 － △18 － 

長期借入金の返済による支出  △2 △302 △2,245 

社債の発行による収入   4,500 － 4,500 

社債の償還による支出   △6,617 － △6,617 

自己株式（単元未満株式等）の 

純増額（増加：△） 
 △9 △14 △57 

親会社による配当金の支払額  △438 △659 △815 

少数株主への配当金の支払額  △2 － △2 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △2,849 △910 △5,652 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額  △29 15 140 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△）  △4,545 406 △5,096 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高  8,745 3,648 8,745 

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末（期末） 

  残高 
※１ 4,199 4,055 3,648 

     



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

１ 連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数   １４社 

連結子会社の名称 

（国内４社） 

シコク精工株式会社 

福島ホーニング工業株式会社 

スリーテック株式会社 

シーケーディグローバルサー

ビス株式会社 

（1）連結子会社の数   １２社 

連結子会社の名称 

（国内４社） 

シコク精工株式会社 

福島ホーニング工業株式会社 

スリーテック株式会社 

シーケーディグローバルサー

ビス株式会社 

（1）連結子会社の数   １２社 

連結子会社の名称 

（国内４社） 

シコク精工株式会社 

福島ホーニング工業株式会社 

スリーテック株式会社 

シーケーディグローバルサー

ビス株式会社 

 （海外１０社） 

CKD THAI CORPORATION LTD. 

CKD SINGAPORE PTE.LTD. 

台湾旭開理股份有限公司 

CKD USA CORPORATION 

M-CKD PRECISION SDN.BHD. 

喜開理（中国）有限公司 

喜開理（上海）機器有限公司 

ＣＫＤ韓国株式会社 

その他２社 

  

 台湾旭開理股份有限公司は、

平成１７年３月３０日開催の当

社取締役会において解散を決議

し、現在清算手続き中でありま

す。 

（海外８社） 

CKD THAI CORPORATION LTD. 

CKD SINGAPORE PTE.LTD. 

CKD USA CORPORATION 

M-CKD PRECISION SDN.BHD. 

CKD SALES THAI CORPORATION  

LIMITED 

喜開理（中国）有限公司 

喜開理（上海）機器有限公司 

ＣＫＤ韓国株式会社 

  

CKD SALES THAI CORPORATION  

LIMITEDは現在休眠中でありま

す。 

（海外８社） 

CKD THAI CORPORATION LTD. 

CKD SINGAPORE PTE.LTD. 

CKD USA CORPORATION 

M-CKD PRECISION SDN.BHD. 

CKD SALES THAI CORPORATION  

LIMITED 

喜開理（中国）有限公司 

喜開理（上海）機器有限公司 

ＣＫＤ韓国株式会社 

  

CKD SALES THAI CORPORATION 

LIMITEDは、平成１７年１月を

もってCKD THAI CORPORATION  

LTD.と営業統合し、現在休眠

中であります。 

 前連結会計年度において連

結子会社でありました台湾旭

開理股份有限公司は平成１７

年１０月、無錫喜開理気動工

業有限公司は平成１７年１２

月で清算を結了し登記が完了

したため、連結の範囲から除

いております。 

 なお、清算結了までの損益

計算書については連結の範囲

に含めております。 

 （2）非連結子会社の名称等 

CKD EUROPE B.V. 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の総資産、売

上高、中間純利益及び利益剰

余金等は、いずれも小規模で

あり、全体として中間連結財

務諸表に重要な影響を及ぼし

ていないため、連結の範囲に

含めておりません。 

（2）非連結子会社の名称等 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

同左 

（2）非連結子会社の名称等 

同左 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社の総資産、売上

高、当期純利益及び利益剰余金

等は、いずれも小規模であり、

全体として連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないため、

連結の範囲に含めておりませ

ん。 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

２ 持分法の適用に関する事

項 

（1）非連結子会社（１社）に対す

る投資については、中間純利益

及び利益剰余金等に及ぼす影響

が極めて僅少であり、全体とし

て重要性がないため持分法を適

用せず原価法により評価してお

ります。 

（1）     同左    （1）非連結子会社（１社）に対す

る投資については、当期純利益

及び利益剰余金等に及ぼす影響

が極めて僅少であり、全体とし

て重要性がないため持分法を適

用せず原価法により評価してお

ります。 

 持分法不適用会社 

（非連結子会社） 

CKD EUROPE B.V. 

持分法不適用会社 

（非連結子会社） 

同左 

持分法不適用会社 

（非連結子会社） 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

（1）連結子会社の中間決算日は、

海外子会社を除き親会社の中間

決算日と一致しております。 

海外子会社の中間決算日はす

べて６月３０日であります。 

（1）     同左 （1）連結子会社の決算日は、海外

子会社を除き親会社の決算日と

一致しております。 

海外子会社の決算日はすべて

１２月３１日であります。 

 （2）中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、中間決算日現在の中

間財務諸表を採用しております

が、中間連結決算日との間に生

じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っておりま

す。 

（2）     同左 （2）連結財務諸表の作成にあたっ

ては、連結子会社の決算財務諸

表を採用しておりますが、連結

決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調

整を行っております。 

４ 会計処理基準に関する事項  連結会社の会計処理基準は在外

連結子会社を除き統一経理規定に

より統一しております。 

    

 （1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

ａ 子会社株式及び関連会社

株式…移動平均法による

原価法          

 ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

主として移動平均法

により算定。） 

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

ａ 子会社株式及び関連会社

株式…同左 

  

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

…中間連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部純資産直入法によ

り処理し、売却原価

は主として移動平均

法により算定。） 

（1）重要な資産の評価基準及び評

価方法 

① 有価証券 

ａ 子会社株式及び関連会社

株式…同左 

  

ｂ その他有価証券 

時価のあるもの 

…期末連結決算日の市

場価格等に基づく時

価法（評価差額は全

部資本直入法により

処理し、売却原価は

主として移動平均法

により算定。） 

 時価のないもの 

…移動平均法による原価

法 

時価のないもの 

…同左 

時価のないもの 

…同左 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

 ② たな卸資産 

ａ 製品 

自動機械製品 

 …個別法による原価

法 

機械製品 

 …総平均法による原

価法 

ｂ 原材料 

…総平均法による原

価法  

② たな卸資産 

ａ 製品 

自動機械製品 

 …同左 

  

機械製品 

 …同左 

  

ｂ 原材料 

…同左 

② たな卸資産 

ａ 製品 

自動機械製品 

 …同左 

  

機械製品 

 …同左 

  

ｂ 原材料 

…同左 

  ｃ 仕掛品 

 …個別法による原価

法 

ｃ 仕掛品 

 …同左 

  

 ｃ 仕掛品 

…同左 

  

  (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 (2）重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

 ① 有形固定資産 

定率法 

ただし、平成１０年４月１日

以降取得の建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。 

① 有形固定資産        

定率法 

ただし、平成１０年４月１日

以降取得の建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。 

① 有形固定資産       

定率法 

ただし、平成１０年４月１日

以降取得の建物（建物附属設

備を除く）については、定額

法を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下

の通りであります。 

 建物及び構築物 

３年～５０年  

機械装置及び運搬具 

７年～１７年  

建物及び構築物  

３年～５０年  

機械装置及び運搬具  

３年～１７年  

建物及び構築物  

３年～５０年  

 機械装置及び運搬具 

７年～１７年  

 ② 無形固定資産   

 定額法 

 なお、主な耐用年数は自社

利用のソフトウェアについて

５年であります。 

② 無形固定資産      

定額法 

 ただし、ソフトウェア(自社

利用)については、社内におけ

る利用可能期間(５年)に基づ

く定額法を採用しておりま

す。 

② 無形固定資産      

定額法  

 なお、主な耐用年数は自社

利用のソフトウェアについて

５年であります。 

 （3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に

備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案

し、回収不能見込額を計上し

ております。 

（3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

（3）重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 ② 賞与引当金 

 従業員に支給する賞与の支

出に充てるため、支給見込額

に基づき計上しております。 

② 賞与引当金 

同左 

②    ───── 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

 ③ 役員賞与引当金 

 役員に支給する賞与の支払

に備えるため、支払見込額に

基づき当中間連結会計期間負

担額を計上しております。 

 （追加情報） 

 役員賞与は、当中間連結会

計期間より「役員賞与に関す

る当面の取扱い」（企業会計

基準委員会 実務対応報告第

１３号）に基づき、発生時に

費用処理しております。 

 この結果、従来の方法によ

った場合に比べて、営業利

益、経常利益及び税金等調整

前中間純利益が５２百万円減

少しております。 

③ 役員賞与引当金 

 同左 

  

  

  

  

───── 

③ 役員賞与引当金 

 役員に支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額を

計上しております。 

  

 （追加情報） 

 「役員賞与の会計処理に関

する当面の取扱い」（企業会

計基準委員会 実務対応報告

第１３号）が平成１６年３月

９日以降に終了する事業年度

に係る財務諸表から適用され

ることになったことに伴い、

従来、株主総会時に利益剰余

金の減少として会計処理して

いた役員賞与を、当連結会計

年度から発生時に費用処理し

ております。 

 この結果、従来の方法によ

った場合に比べて、営業利

益、経常利益及び税金等調整

前当期純利益が１２４百万円

減少しております。 

 ④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき、当中間

連結会計期間末において発生

していると認められる額を計

上しております。 

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（１２年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１２年）に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。 

④ 退職給付引当金 

同左 

④ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備える

ため、当連結会計年度末にお

ける退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上して

おります。 

 過去勤務債務については、

その発生時の従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（１２年）による定額法によ

り費用処理しております。 

 数理計算上の差異は、各連

結会計年度の発生時における

従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（１２年）に

よる定額法により按分した額

をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理することと

しております。 

 ⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金支払に備

えるため、内規による中間連

結会計期間末要支給額を計上

しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

同左 

⑤ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に

備えるため会社内規による連

結会計年度末要支給額を計上

しております。 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

 ⑥ 事業整理損引当金 

 事業の整理に伴う損失に備

えるため、損失発生見込額を

計上しております。 

⑥    ───── ⑥    ───── 

 （4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は中間決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は少数株主持分

及び資本の部における為替換算

調整勘定に含めております。 

（4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は中間決

算日の直物為替相場により円貨

に換算し、換算差額は損益とし

て処理しております。 

 なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は中間決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は純資産の部に

おける為替換算調整勘定に含め

ております。 

（4）重要な外貨建の資産又は負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は決算日

の直物為替相場により円貨に換

算し、換算差額は損益として処

理しております。 

 なお、在外子会社の資産、負

債、収益及び費用は決算日の直

物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は少数株主持分及

び資本の部における為替換算調

整勘定に含めております。 

 （5）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に

移転すると認められるもの以外

のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によ

っております。 

（5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

（5）重要なリース取引の処理方法 

同左 

 （6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用して

おります。また、為替変動リ

スクのヘッジについて振当処

理の要件を充たしている場合

には振当処理を、金利スワッ

プについて特例処理の条件を

充たしている場合には特例処

理を採用しております。    

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ａ ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出によ

る外貨建売上債権、原材料

輸入による外貨建買入債務

及び外貨建予定取引 

ｂ ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

（6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左  

  

  

  

 

  

   

        

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

（6）重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左  

  

  

  

 

  

 

  

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

 ③ ヘッジ方針 

 主に当社の内規である「市

場リスク管理規定」及び「リ

スク別管理要領」に基づき、

金利変動リスク、為替変動リ

スクをヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

 



  
前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象の相場変動又は

キャッシュ・フロー変動の累

計とヘッジ手段の相場変動又

はキャッシュ・フロー変動の

累計を比較し、その変動額の

比率によって有効性を評価し

ております。ただし、特例処

理によっている金利スワップ

については、有効性の評価を

省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 （7）その他 

① 在外連結子会社の主要な会

計処理基準は次のとおりであ

ります。 

（7）その他 

① 在外連結子会社の主要な会

計処理基準は次のとおりであ

ります。 

（7）その他 

① 在外連結子会社の主要な会

計処理基準は次のとおりであ

ります。 

 たな卸資産 

先入先出法による低価法 

有形固定資産の減価償却方法 

定額法（見積耐用年数） 

同左 同左 

 ② 消費税等の処理方法 

 税抜方式によっておりま

す。 

② 消費税等の処理方法 

同左 

② 消費税等の処理方法 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシュ・

フロー計算書）における資金

の範囲 

 手許現金、随時引出し可能な預

金及び取得日から３ヶ月以内に満

期日の到来する流動性の高い容易

に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負

わない短期投資からなっておりま

す。  

同左 同左 



 (会計処理方法の変更） 

前中間連結会計期間 

（自 平成１７年４月 １日 

  至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 

（自 平成１８年４月 １日 

  至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度  

（自 平成１７年４月 １日  

    至 平成１８年３月３１日）  

（自動機械部門の売上計上基準の変更） 

 自動機械部門の機械本体及び新規設計部品

の売上計上基準については、従来、国内は出

荷基準、海外は船積基準によっておりました

が、当中間連結会計期間より検収基準に変更

しております。この変更は自動機械部門の構

成比が高くなってきたこと、自動機械の出荷

から検収にいたる期間の長期化の傾向が現れ

てきたこと及び検収データが整備されてきた

ことから収益の実態をより適切に反映させる

ために行うものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、売上高は９１３百万円、営業利益、

経常利益および税金等調整前中間純利益

は ２９７百万円それぞれ減少しておりま

す。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該

箇所に記載しております。 

      ───── 

      

  

（自動機械部門の売上計上基準の変更）  

 自動機械部門の機械本体及び新規設計部品

の売上計上基準については、従来、国内は出

荷基準、海外は船積基準によっておりました

が、当連結会計年度から、検収基準に変更し

ております。この変更は自動機械部門の売上

の構成比が高くなってきたこと、自動機械の

出荷から検収にいたる期間の長期化の傾向が

現れてきたこと及び検収データが整備されて

きたことから収益の実態をより適切に反映さ

せるために行うものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、売上高は１，２６０百万円、営業利

益、経常利益及び税金等調整前当期純利益は

２６１百万円それぞれ減少しております。 

 なお、セグメント情報に与える影響は当該

箇所に記載しております。 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」（企業会計審議

会 平成１４年８月９日）及び「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成１５年１０月３１

日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

      ───── 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当連結会計年度より、「固定資産の減損に

係る会計基準」（「固定資産の減損に係る会

計基準の設定に関する意見書」(企業会計基

準適用審議会 平成１４年８月９日)）及び

「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針第６号 平成 

１５年１０月３１日）を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。  

       ───── 

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」(企業

会計基準第５号 平成１７年１２月９日)及

び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用

指針第８号 平成１７年１２月９日)を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は 

４１，４２７百万円であります。 

 なお、中間連結財務諸表規則の改正によ

り、当中間連結会計期間における中間連結貸

借対照表の純資産の部については、改正後の

中間連結財務諸表規則により作成しておりま

す。 

       ───── 

  

  



（表示方法の変更） 

前中間連結会計期間 

 （自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 

 （自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日） 

（中間連結貸借対照表） 

流動負債の表示 

 前中間連結会計期間において流動負債の「短期借入金」に含めて

表示しておりました「１年内返済予定の長期借入金」は重要性が増

したため当中間連結会計期間より区分掲記することとしました。 

 なお、前中間連結会計期間の「１年内返済予定の長期借入金」

は、 １９３百万円であります。  

（中間連結貸借対照表） 

 前中間連結会計期間において固定負債に表示しておりました「連

結調整勘定」は、当中間会計期間から「負ののれん」となっており

ますが、負債及び純資産額の合計額の１００分の１以下であるた

め、当中間連結会計期間より「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、その他に含めた金額は２百万円であります。 

  

（中間連結損益計算書） 

販売費及び一般管理費の表示 

 前中間連結会計期間まで販売費及び一般管理費の「その他」に含

めて表示しておりました「事業税」及び「業務委託費」は、より明

瞭に表示するため当中間連結会計期間より区分掲記しました。 

 なお、前中間連結会計期間における「事業税」及び「業務委託

費」はそれぞれ７４百万円、 ２６１百万円であります。 

───── 

  

  

  

───── 

  

  

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

  営業活動によるキャッシュ・フローの「前受金の増減額」は、前

中間連結会計期間は「その他」に含めて表示しておりましたが、金

額的重要性が増したため区分掲記しております。 

  なお、前中間連結会計期間の「その他」に含まれている「前受金

の増減額」は２８８百万円であります。 

  



注記事項 

 (中間連結貸借対照表関係) 

 (中間連結損益計算書関係) 

前中間連結会計期間末 
（平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（平成１８年３月３１日） 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累 

計額は、35,317百万円であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累

計額は、35,595百万円であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減価償却累

計額は、35,260百万円であります。 

 ２ 提出会社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行３行と貸出

コミットメント契約を締結しています。

この契約に基づく当中間連結会計期間末

日の借入未実行残高は、次のとおりであ

ります。 

 ２ 提出会社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行２行と貸出

コミットメント契約を締結しています。

この契約に基づく当中間連結会計期間末

日の借入未実行残高は、次のとおりであ

ります。 

 ２ 提出会社においては、運転資金の効率

的な調達を行うため取引銀行３行と貸出

コミットメント契約を締結しています。

この契約に基づく当連結会計年度末日の

借入未実行残高は、次のとおりでありま

す。 

貸出コミットメントの

総額 
3,500 百万円 

借入実行残高 － 

差引額 3,500 百万円 

貸出コミットメントの

総額 
3,500 百万円 

借入実行残高 － 

差引額 3,500 百万円 

貸出コミットメントの

総額 
3,500 百万円 

借入実行残高 － 

差引額 3,500 百万円 

 ※３     ───── ※３ 中間連結会計期間末日満期手形の会計

処理 

 当中間連結会計期間の末日が金融機関

の休日であるため、当中間連結会計期間

末日満期手形については手形満期日に

入・出金の処理をする方法によっており

ます。 

 このため次の当中間連結会計期間末日

満期手形が当中間連結会計期間末残高に

含まれておりません。 

 受取手形          994百万円 

 ※３     ───── 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 ※１ 固定資産売却益の内訳 

建物及び構築物 8百万円 

機械装置及び運搬具 0百万円 

工具器具及び備品 0百万円 

土地 27百万円 

計 36百万円 

機械装置及び運搬具 3百万円

工具器具及び備品 0百万円

無形固定資産 0百万円

計 4百万円

建物及び構築物 8百万円

機械装置及び運搬具 3百万円

工具器具及び備品 0百万円

土地 50百万円

無形固定資産 0百万円

計 62百万円

※２ 固定資産処分損の内訳 ※２ 固定資産処分損の内訳 ※２ 固定資産処分損の内訳 

建物及び構築物 5百万円 

機械装置及び運搬具 14百万円 

工具器具及び備品 5百万円 

無形固定資産 0百万円 

計 25百万円 

建物及び構築物 61百万円

機械装置及び運搬具 33百万円

工具器具及び備品 7百万円

無形固定資産 0百万円

計 103百万円

建物及び構築物 133百万円

機械装置及び運搬具 94百万円

工具器具及び備品 13百万円

建設仮勘定 19百万円

土地 55百万円

無形固定資産 0百万円

計 316百万円

  



 (中間連結株主資本等変動計算書関係) 

当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

(注)１ 普通株式の発行済株式の株式数の増加８９千株は、新株予約権付社債の普通株式への転換による増加であります。 

２ 普通株式の自己株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

３ 普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の株主の買取による減少であります。 

  

２. 配当に関する事項 

(１)配当金支払額 

(２)基準日が当中間会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が中間会計期間末後となるもの 

 (中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 
前連結会計年度末株式

数(千株) 

当中間連結会計期間増

加株式数(千株) 

当中間連結会計期間減

少株式数(千株) 

当中間連結会計期間末

株式数(千株) 

発行済株式     

普通株式 

(注)１ 
67,873 89 － 67,963 

合計 67,873 89 － 67,963 

自己株式     

普通株式 

 (注)２．３ 
1,824 7 0 1,831 

合計 1,824 7 0 1,831 

(決議) 
株式の種類 

配当金の総額 

(百万円) 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成１８年６月２９日 

定時株主総会 
普通株式 660 10 平成１８年３月３１日 平成１８年６月２９日 

(決議) 
株式の種類 

配当金の総額 

(百万円) 
配当の原資 

１株当たり 

配当額(円) 
基準日 効力発生日 

平成１８年１１月９日 

取締役会 
普通株式 529 利益剰余金 8 平成１８年９月３０日 平成１８年１２月８日 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と

中間連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結

貸借対照表に掲記されている科目の金額

との関係 

現金及び預金勘定 4,201百万円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△11百万円 

有価証券勘定   

 公社債投資信託 10百万円 

現金及び現金同等物 4,199百万円 

現金及び預金勘定 4,060百万円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△5百万円 

現金及び現金同等物 4,055百万円 

現金及び預金勘定 3,661百万円 

預入期間が３ヶ月を超

える定期預金 
△12百万円 

現金及び現金同等物 3,648百万円 



（リース取引関係） 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び中間期末残高相当額 

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償

却累計額相当額、減損損失累計額相当額

及び期末残高相当額 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(百万円) 

中間 
期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械装置及び
運搬具 

510 364 146 

工具器具及び
備品 

1,087 638 449 

(無形固定資
産) 
その他 

121 81 39 

合計 1,719 1,084 634 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価 
償却 
累計額
相当額 
(百万円)

中間 
期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

334 251 82 

工具器具及び
備品 

870 562 307 

(無形固定資
産) 
その他 

95 64 30 

合計 1,300 878 421 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置及び
運搬具 

357 250 107 

工具器具及び
備品 

960 612 348 

(無形固定資
産) 
その他 

86 56 29 

合計 1,404 919 485 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

（２）未経過リース料中間期末残高相当額等 

 未経過リース料中間期末残高相当額 

（２）未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 282百万円 

１年超 428百万円 

合計 710百万円 

１年以内 222百万円 

１年超 265百万円 

合計 488百万円 

１年以内 246百万円 

１年超 315百万円 

合計 561百万円 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

（３）支払リース料、リース資産減損勘定の

取崩額、減価償却費相当額、支払利息相

当額及び減損損失 

支払リース料 193百万円 

減価償却費相当額 187百万円 

支払利息相当額 7百万円 

支払リース料 135百万円 

減価償却費相当額 121百万円 

支払利息相当額 4百万円 

支払リース料 334百万円 

減価償却費相当額 324百万円 

支払利息相当額 12百万円 

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算

定方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

      

   （減損損失について） 

リース資産に分配された減損損失はあり

ません。 

   （減損損失について）   

同左 

  （減損損失について）   

同左 



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） その他有価証券の減損処理にあたっては、時価が取得原価に比べて５０％超下落した場合に「著しく下落し

た」とみなして減損処理を行っております。また、３０％以上５０％以下の下落については、個別銘柄毎に当

中間連結会計期間における有価証券の時価の推移、発行会社の財務諸表の検討等を行い、内規に基づき「著し

く下落した」と判断した場合には、減損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 前中間連結会計期間、当中間連結会計期間及び前連結会計年度においては、該当事項はありません。 

 （注） 金利スワップ及び為替予約については、ヘッジ会計が適用されているので記載しておりません。 

区分 
前中間連結会計期間末 
（平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度末 
（平成１８年３月３１日） 

 
取得原価 

(百万円) 

中間連結

貸借対照

表計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

中間連結

貸借対照

表計上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

取得原価 

(百万円) 

連結貸借

対照表計

上額 

(百万円) 

差額 

(百万円) 

（1）株式 855 1,789 933 2,696 3,942 1,245 1,210 2,448 1,238 

（2）債券 

  （社債） 
4 5 0 4 5 1 4 5 1 

（3）その他 249 276 26 116 146 29 116 171 54 

計 1,108 2,070 961 2,817 4,093 1,276 1,331 2,625 1,294 

内容 

前中間連結会計期間末 
（平成１7年９月３０日） 

当中間連結会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度末 
（平成１８年３月３１日） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

中間連結貸借対照表計上額
（百万円） 

連結貸借対照表計上額 
（百万円） 

その他有価証券    

非上場株式 74 44 44 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日） 

 (注)１．各区分に属する主要な製品の名称 

         事業区分は種類別分類による事業部門により区分いたしました。 

     ２．配賦不能営業費用及び全社費用の状況 

         消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用及び全社費用(１，５１９百万円)は、当社基礎的研究費及び当 

       社の管理部門等並びに子会社シーケーディグローバルサービス株式会社に係る費用であります。 

     ３．「会計処理方法の変更」の(自動機械部門の売上計上基準の変更)に記載のとおり、自動機械部門の機械本体及 

       び新規設計部品の売上計上基準については、従来、国内は出荷基準、海外は船積基準によっておりましたが、当 

       中間連結会計期間より検収基準に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、自動機 

       械部門については、売上高は９１３百万円、営業利益は２９７百万円それぞれ減少しております。なお、機器部 

       門及びコントロールズ部門について与える影響はありません。 

  

当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 
自動機械 
部門 
（百万円） 

機器部門 
（百万円） 

コントロー
ルズ部門 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(１)外部顧客に対する売上高 6,870 28,785 2,928 38,584 － 38,584 

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
0 264 0 265 (265) － 

計 6,870 29,049 2,929 38,849 (265) 38,584 

営業費用 5,786 24,949 2,788 33,524 1,238 34,763 

営業利益 1,084 4,099 140 5,324 (1,503) 3,820 

事業区分 機種 

自動機械部門 自動機械装置 

機器部門 省力機器、空気圧制御機器、駆動機器、空気圧関連機器、流体制御機器 

コントロールズ部門  コントロール機器 

 
自動機械 
部門 
（百万円） 

機器部門 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高      

(１)外部顧客に対する売上高 14,659 36,706 51,365 － 51,365 

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
8 598 607 (607) － 

計 14,667 37,305 51,972 (607) 51,365 

営業費用 12,047 31,454 43,501 1,090 44,591 

営業利益 2,620 5,851 8,471 (1,697) 6,773 



 (注)１．各区分に属する主要な製品の名称 

 事業区分は機種別分類による事業部門により区分いたしました。 

     ２．配賦不能営業費用及び全社費用の状況 

         消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用及び全社費用（１，７１５百万円）は、当社基礎的研究費及び 

       当社の管理部門等並びに子会社シーケーディグローバルサービス株式会社に係る費用であります。 

     ３．事業区分の変更について 

         前連結会計年度まで「コントロールズ部門」は独立して表記しておりましたが、売上高及び営業利益の重要性 

       が相対的に低下しているため、当中間連結会計期間より「機器部門」に含めて表示することといたしました。な 

       お、前中間連結会計期間及び前連結会計年度を当中間連結会計期間と同じ事業区分にした場合の事業の種類別セ 

       グメント情報は次のとおりであります。 

  

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日） 

  

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

事業区分 機種 

自動機械部門 自動機械装置 

機器部門 
省力機器、空気圧制御機器、駆動機器、空気圧関連機器、流体制御機器、 

コントロール機器 

 
自動機械 
部門 
（百万円） 

機器部門 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

  売上高           

(１)外部顧客に対する売上高 6,870 31,713 38,584 － 38,584 

(２)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
0 265 265 (265) － 

計 6,870 31,978 38,849 (265) 38,584 

  営業費用 5,786 27,738 33,524 1,238 34,763 

    営業利益 1,084 4,240 5,324 (1,503) 3,820 

 
自動機械 
部門 
（百万円） 

機器部門 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

  売上高           

(１)外部顧客に対する売上高 18,326 65,986 84,312 － 84,312 

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
5 748 753 (753) － 

計 18,331 66,734 85,066 (753) 84,312 

  営業費用 15,401 57,690 73,092 2,273 75,365 

営業利益 2,930 9,043 11,973 (3,026) 8,947 



前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

  

 (注)１．各区分に属する主要な製品の名称 

         事業区分は機種別分類による事業部門により区分いたしました。 

     ２．配賦不能営業費用及び全社費用の状況 

         消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用及び全社費用（３，０５３百万円）は、当社基礎的研究費及び 

       当社の管理部門等並びに子会社シーケーディグローバルサービス株式会社に係る費用であります。 

     ３．「会計処理方法の変更」の(自動機械部門の売上計上基準の変更)に記載のとおり、自動機械部門の機械本体及 

       び新規設計部品の売上計上基準については、従来、国内は出荷基準、海外は船積基準によっておりましたが、当 

       連結会計年度より検収基準に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、自動機械部 

       門については、売上高は１，２６０百万円、営業利益は２６１百万円それぞれ減少しております。なお、機器部 

       門及びコントロールズ部門について与える影響はありません。 

 
自動機械 
部門 
（百万円） 

機器部門 
（百万円） 

コントロー
ルズ部門  
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

  売上高             

(１)外部顧客に対する売上高 18,326 60,056 5,930 84,312 － 84,312 

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
5 747 0 753 (753) － 

計 18,331 60,804 5,930 85,066 (753) 84,312 

    営業費用 15,401 52,013 5,677 73,092 2,273 75,365 

  営業利益 2,930 8,790 253 11,973 (3,026) 8,947 

事業区分 機種 

自動機械部門 自動機械装置 

機器部門 省力機器、空気圧制御機器、駆動機器、空気圧関連機器、流体制御機器 

コントロールズ部門 コントロール機器 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

  

 (注)１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

     ２．本邦以外の区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

         (１)アジア‥‥‥‥‥‥‥タイ、シンガポール、台湾、マレーシア、中国、韓国 

         (２)その他の地域‥‥‥‥北米  

     ３．配賦不能営業費用及び全社費用の状況 

         消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用及び全社費用(当中間連結会計期間１，７１５百万円、前中間連

       結会計期間１，５１９百万円、前連結会計年度３，０５３百万円)は、当社基礎的研究費及び当社の管理部門等並

       びに子会社シーケーディグローバルサービス株式会社に係る費用であります。 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

その他 
の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(１)外部顧客に対する売上高 34,720 3,325 538 38,584 － 38,584 

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
2,277 607 － 2,884 (2,884) － 

計 36,997 3,932 538 41,468 (2,884) 38,584 

営業費用 31,331 3,803 520 35,655 (891) 34,763 

営業利益 5,665 129 17 5,813 (1,992) 3,820 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

その他 
の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(１)外部顧客に対する売上高 46,518 4,109 737 51,365 － 51,365 

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
3,074 1,013 － 4,088 (4,088) － 

計 49,592 5,123 737 55,453 (4,088) 51,365 

営業費用 40,732 4,915 696 46,344 (1,752) 44,591 

営業利益 8,859 207 41 9,108 (2,335) 6,773 

 
日本 

（百万円） 
アジア 
（百万円） 

その他 
の地域 
（百万円） 

計 
（百万円） 

消去又は 
全社 
（百万円） 

連結 
（百万円） 

売上高       

(１)外部顧客に対する売上高 75,857 7,279 1,175 84,312 － 84,312 

(２)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
4,731 1,509 0 6,240 (6,240) － 

計 80,588 8,789 1,175 90,553 (6,240) 84,312 

営業費用 66,231 8,528 1,144 75,905 (539) 75,365 

営業利益 14,356 260 31 14,648 (5,701) 8,947 



     ４．会計処理方法の変更 

         (前中間連結会計期間) 

          「会計処理方法の変更」の(自動機械部門の売上計上基準の変更)に記載のとおり、自動機械部門の機械本体及

        び新規設計部品の売上計上基準については、従来、国内は出荷基準、海外は船積基準によっておりましたが、当

        中間連結会計期間より検収基準に変更しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、日本に

        ついては、売上高は９１３百万円、営業利益は２９７百万円それぞれ減少しております。なお、アジア及びその

        他の地域について与える影響はありません。 

         (前連結会計年度) 

          「会計処理方法の変更」の(自動機械部門の売上計上基準の変更)に記載のとおり、自動機械部門の機械本体及

        び新規設計部品の売上計上基準について、従来、国内は出荷基準、海外は船積基準によっておりましたが、当連

        結会計年度から、検収基準により計上しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、日本に

        ついては、売上高は１，２６０百万円、営業利益は２６１百万円それぞれ減少しております。なお、アジア及び

        その他の地域について与える影響はありません。 



【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

  

(注)１．地域は、地理的近接度により区分しております。 

    ２．各区分に属する地域の内訳は次のとおりであります。 

        (１)アジア‥‥‥‥‥‥‥タイ、シンガポール、台湾、マレーシア、中国、韓国等 

        (２)その他の地域‥‥‥‥北米、ヨーロッパ諸国等 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 4,199 819 5,019 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   38,584 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 10.9 2.1 13.0 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 8,850 1,033 9,884 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   51,365 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 17.2 2.0 19.2 

 アジア その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 10,080 1,726 11,806 

Ⅱ 連結売上高（百万円）   84,312 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％） 12.0 2.0 14.0 



（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとお

      りであります。 

（重要な後発事象） 

前中間連結会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日） 

 該当事項はありません。 

当中間連結会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 該当事項はありません。 

前連結会計年度（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

 該当事項はありません。 

（２） 【その他】 

   該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
（自 平成１７年４月  １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間連結会計期間 
（自 平成１８年４月  １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前連結会計年度 
（自 平成１７年４月  １日 
至 平成１８年３月３１日） 

１株当たり純資産額 515.27円 

１株当たり中間純利益 36.53円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
31.51円 

１株当たり純資産額 626.44円 

１株当たり中間純利益 60.15円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
58.42円 

１株当たり純資産額 576.03円 

１株当たり当期純利益 82.10円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
73.22円 

 
前中間連結会計期間 

(自 平成１７年４月  １日 
至 平成１７年９月３０日)

当中間連結会計期間 
(自 平成１８年４月  １日 
至 平成１８年９月３０日)

前連結会計年度 
(自 平成１７年４月  １日 
至 平成１８年３月３１日)

１株当たり中間(当期)純利益    

中間(当期)純利益(百万円) 2,290 3,974 5,182 

普通株主に帰属しない金額 

(百万円) 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)

純利益(百万円) 
2,290 3,974 5,182 

期中平均株式数(千株) 62,709 66,079 63,119 

    

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 
   

中間(当期)純利益調整額 

(百万円) 
24 － 24 

(うち支払利息 

(税額相当額控除後)) 
(11) (－) (11) 

(うち事務手数料 

(税額相当額控除後)) 
(12) (－) (12) 

普通株式増加数(千株) 10,766 1,949 7,986 

(うち転換社債) (5,960) (－) (－) 

(うち転換社債型新株予約

権付社債) 
(4,806) (1,949) (7,986) 



２【中間財務諸表等】 

（1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

  
前中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日） 
当中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１  現金及び預金  2,427   1,977   2,241   

２  受取手形 ※４ 8,320   4,220   7,388   

３  売掛金  14,748   20,947   18,054   

４  営業未収入金  1,900   5,723   3,046   

５  有価証券  10   10   －   

６  たな卸資産  10,995   16,226   12,608   

７  繰延税金資産  1,335   1,402   1,358   

８  その他  1,455   1,692   1,539   

貸倒引当金  △40   △33   △51   

流動資産合計   41,154 62.4  52,167 66.5  46,186 65.6 

Ⅱ 固定資産           

１  有形固定資産 ※１          

（１）建物  5,325   5,053   5,161   

（２）機械及び装置  4,176   4,657   4,107   

（３）土地  4,278   4,208   4,208   

（４）その他  1,712   1,989   1,828   

計  15,492   15,908   15,306   

２  無形固定資産  370   508   386   

３  投資その他の資産           

（１）投資有価証券  4,489   5,983   4,525   

（２）長期貸付金  100   －   －   

（３）繰延税金資産  1,846   1,200   1,510   

（４）その他  2,585   2,729   2,649   

貸倒引当金  △102   △99   △120   

計  8,918   9,812   8,565   

固定資産合計   24,781 37.6  26,229 33.5  24,257 34.4 

資産合計   65,935 100.0  78,397 100.0  70,444 100.0 

          

 



  
前中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日） 
当中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１  支払手形  2,693   3,989   3,161   

２  買掛金  4,377   6,327   5,909   

３  営業未払金  4,484   8,724   5,805   

４  １年内返済予定の
長期借入金  2,545   5   305   

５  未払消費税等  160   17   252   

６  未払法人税等  1,179   2,422   1,579   

７  未払費用  705   724   2,861   

８  賞与引当金  2,019   2,076   －   

９  役員賞与引当金  52   75   124   

10  その他  3,161   4,825   3,728   

流動負債合計   21,378 32.4  29,187 37.2  23,729 33.7 

Ⅱ 固定負債           

１  社債  4,500   1,590   1,665   

２  長期借入金  1,318   1,313   1,315   

３  退職給付引当金  4,939   3,593   4,357   

４  役員退職慰労引当
金  108   160   130   

５  その他  649   760   737   

固定負債合計   11,516 17.5  7,418 9.5  8,206 11.6 

負債合計   32,895 49.9  36,606 46.7  31,935 45.3 

（資本の部）           

Ⅰ 資本金   8,943 13.5  － －  10,363 14.7 

Ⅱ 資本剰余金           

１  資本準備金  9,729   －   11,145   

２  その他資本剰余金  814   －   814   

資本剰余金合計   10,544 16.0  － －  11,960 17.0 

Ⅲ 利益剰余金           

１  利益準備金  1,286   －   1,286   

２  任意積立金  9,501   －   9,501   

３  中間（当期）未処
分利益  2,895   －   5,380   

利益剰余金合計   13,684 20.8  － －  16,168 23.0 

Ⅳ その他有価証券評価
差額金   571 0.9  － －  768 1.1 

Ⅴ 自己株式   △703 △1.1  － －  △752 △1.1 

資本合計   33,040 50.1  － －  38,508 54.7 

負債資本合計   65,935 100.0  － －  70,444 100.0 

           
 



  
前中間会計期間末 

（平成１７年９月３０日） 
当中間会計期間末 

（平成１８年９月３０日） 
前事業年度の要約貸借対照表 
（平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

金額（百万円） 
構成比
（％）

（純資産の部）                 

Ⅰ  株主資本               

１  資本金   － －  10,400 13.3  － － 

２  資本剰余金                 

(１)資本準備金  －     11,183     
  
－ 
  

    

(２)その他資本剰余 
    金  －     815     －     

 資本剰余金合計   － －  11,998 15.3   － － 

３  利益剰余金                 

(１)利益準備金  －     1,286     －     

(２)その他利益剰余 
    金                 

  固定資産圧縮積 
  立金  －     1     －     

  別途積立金  －     13,000     －     

  繰越利益剰余金  －     5,113     －     

利益剰余金合計   － －  19,401 24.7  － － 

４  自己株式   － －  △767 △1.0  － － 

    株主資本合計   － －  41,032 52.3  － － 

Ⅱ  評価・換算差額等                 

１  その他有価証券 
    評価差額金   － －  758 1.0  － － 

評価・換算差額等 
合計    － －  758 1.0  － － 

    純資産合計   － －  41,791 53.3  － － 

    負債純資産合計   － －  78,397 100.0  － － 

           



②【中間損益計算書】 

  
前中間会計期間 

（自 平成１７年４月  １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 
（自 平成１８年４月  １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度の要約損益計算書 
（自 平成１７年４月  １日 
至 平成１８年３月３１日） 

区分 
注記 
番号 

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

金額（百万円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高   36,882 100.0  49,538 100.0  80,401 100.0 

Ⅱ 売上原価   26,773 72.6  36,009 72.7  58,563 72.8 

売上総利益   10,109 27.4  13,529 27.3  21,837 27.2 

Ⅲ 販売費及び一般管理
費   6,535 17.7  7,106 14.3  13,313 16.6 

営業利益   3,573 9.7  6,422 13.0  8,524 10.6 

Ⅳ 営業外収益           

１  受取利息及び配当
金  23   172   56    

２  その他  149     131     333     

営業外収益合計    172 0.5 303 0.6   390 0.5 

Ⅴ 営業外費用           

１  支払利息  57   21   87   

２  その他  227     154     345     

営業外費用合計    285 0.8 175 0.4   432 0.5 

経常利益   3,460 9.4  6,550 13.2  8,481 10.5 

Ⅵ 特別利益    38 0.1  35 0.1  223 0.3 

Ⅶ 特別損失    23 0.1  101 0.2  385 0.5 

税引前中間 
（当期）純利益   3,475 9.4  6,485 13.1  8,319 10.3 

法人税、住民税及
び事業税  1,130   2,318   2,935   

法人税等調整額  302 1,432 3.9 273 2,591 5.2 479 3,414 4.2 

中間（当期）純利
益   2,043 5.5  3,893 7.9  4,904 6.1 

前期繰越利益   852   －   852  

中間配当額   －   －   376  

中間（当期）未処
分利益   2,895   －   5,380  

           



③【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間（自  平成１８年４月１日  至  平成１８年９月３０日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資
本合計 資本準

備金 

その他
資本剰
余金 

資本剰
余金合
計 

利益準
備金 

その他利益剰余金 
利益剰
余金合
計 

固定資
産圧縮
積立金 

別途積
立金 

繰越利
益剰余
金 

平成１８年３月３１日 残高 
             （百万円） 

10,363 11,145 814 11,960 1,286 1 9,500 5,380 16,168 △752 37,739

中間会計期間中の変動額            

新株の発行 37 37  37     75

利益処分による剰余金の配当    △660 △660   △660

利益処分による固定資産 
圧縮積立金の取崩 

   △0 0     －

利益処分による別途積立金の
積立 

   3,500 △3,500     －

中間純利益    3,893 3,893   3,893

自己株式の取得      △15 △15

自己株式の処分   0 0   0 0

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

       

中間会計期間中の変動額合計 
                 （百万円） 

37 37 0 38 － △0 3,500 △266 3,233 △15 3,293

平成１８年９月３０日 残高 
             （百万円） 

10,400 11,183 815 11,998 1,286 1 13,000 5,113 19,401 △767 41,032

 

評価・換算差額等 

純資産合計  その他 
 有価証券 
 評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成１８年３月３１日 残高 
             （百万円） 

768 768 38,508

中間会計期間中の変動額    

新株の発行   75

利益処分による剰余金の配当   △660

利益処分による固定資産圧縮
積立金の取崩 
  

  －

利益処分による別途積立金の
積立 

  －

中間純利益   3,893

自己株式の取得   △15

自己株式の処分   0

株主資本以外の項目の中間 
会計期間中の変動額（純額） 

△10 △10 △10

中間会計期間中の変動額合計 
                 （百万円） 

△10 △10 3,282

平成１８年９月３０日 残高 
             （百万円） 

758 758 41,791



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

  (自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日) 

当中間会計期間 
  (自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日) 

前事業年度 
  (自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日) 

１ 資産の評価基準及び

評価方法 

(１) 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

…移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

 ①  時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算

定。) 

(１) 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

    …同左 

  

   その他有価証券 

 ①  時価のあるもの 

…中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は主

として移動平均法により

算定) 

(１) 有価証券 

   子会社株式及び関連会社株式 

    …同左 

  

   その他有価証券 

 ①  時価のあるもの 

…期末決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により

処理し、売却原価は主と

して移動平均法により算

定) 

  ②  時価のないもの 

…移動平均法による原価法 

 ②  時価のないもの 

    …同左 

 ②  時価のないもの 

    …同左 

 (２) たな卸資産 

   製品  

    自動機械製品   

    …個別法による原価法 

       機器製品  

    …総平均法による原価法 

     原材料 

       …総平均法による原価法  

   仕掛品 

    …個別法による原価法 

(２) たな卸資産 

   製品  

     自動機械製品 

     …同左 

    機器製品 

    …同左 

   原材料 

    …同左 

   仕掛品 

    …同左 

(２) たな卸資産 

     製品  

     自動機械製品 

      …同左 

      機器製品 

          …同左 

      原材料 

         …同左 

    仕掛品 

       …同左 

２ 固定資産の減価償却

の方法 

(１) 有形固定資産 

定率法（ただし、平成１０年

４月１日以降に取得した建物(建

物附属設備を除く。)については

定額法）を採用しております。 

 なお、主な耐用年数は以下の

通りであります。 

(１) 有形固定資産 

同左 

(１) 有形固定資産 

同左 

 建物 ３年～５０年

機械及び装置 ７年～１７年

  

 (２) 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

ただし、自社利用のソフトウェ

アについては、社内における利

用可能期間(５年)に基づく定額

法を採用しております。 

(２) 無形固定資産 

同左 

(２) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 (１) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権については

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 

(１) 貸倒引当金 

同左 

(１) 貸倒引当金 

同左 

 (２) 賞与引当金 

従業員に支給する賞与の支払

に備えるため、支給見込額に基

づき計上しております。 

(２) 賞与引当金 

同左 

(２)   ─────- 

 



  
前中間会計期間 

  (自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日) 

当中間会計期間 
  (自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日) 

前事業年度 
  (自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日) 

 (３) 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支払に

備えるため、支給見込額に基づ

き当中間会計期間負担額を計上

しております。 

(追加情報) 

 役員賞与は、当中間会計期間

より「役員賞与に関する当面の

取扱い」(企業会計基準委員会 

実務対応報告第１３号)に基づ

き、発生時に費用処理しており

ます。 

 この結果、従来の方法によっ

た場合に比べて、営業利益、経

常利益及び税引前中間純利益が

５２百万円減少しております。 

(３) 役員賞与引当金 

同左 

  

  

     

 ─────- 

(３) 役員賞与引当金 

役員に支給する賞与の支出に

備えるため、支給見込額を計上

しております。 

  

(追加情報) 

 「役員賞与の会計処理に関する

当面の取扱い」(企業会計基準委

員会 実務対応報告第１３号)が

平成１６年３月９日以降に終了

する事業年度に係る財務諸表か

ら適用されることになったこと

に伴い、従来、株主総会時に利

益剰余金の減少として会計処理

していた役員賞与を、当事業年

度から発生時に費用処理してお

ります。 

 この結果、従来の方法によっ

た場合に比べて、営業利益、経

常利益及び税引前当期純利益が

１２４百万円減少しておりま

す。  

 (４) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(１２年)による

定額法により費用処理しており

ます。 

数理計算上の差異は、各事業

年度の発生時における従業員の

平均残存勤務期間以内の一定の

年数(１２年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしております。 

(４) 退職給付引当金 

同左 

(４) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき計上しております。 

過去勤務債務は、その発生時

の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数(１２年)による

定額法により費用処理しており

ます。 

 また、数理計算上の差異は、

各事業年度の発生時における従

業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数(１２年)による定額

法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処

理することとしております。 

 (５) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金規定

に基づく中間期末要支給額を計

上しております。 

(５) 役員退職慰労引当金 

同左 

(５) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支払に備

えるため、役員退職慰労金規定

に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

４ 外貨建の資産及び負

債の本邦通貨への換

算基準 

外貨建金銭債権債務は中間決算日

の直物為替相場により円換算し、換

算差額は損益として処理しておりま

す。 

外貨建金銭債権債務は中間決算日

の直物為替相場により円貨に換算

し、換算差額は損益として処理して

おります。 

外貨建金銭債権債務は決算日の直

物為替相場により円換算し、換算差

額は損益として処理しております。 

５ リース取引の処理方

法 

リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

同左 同左 

 



  
前中間会計期間 

  (自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日) 

当中間会計期間 
  (自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日) 

前事業年度 
  (自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日) 

６ ヘッジ会計の方法 (１) ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用してお

ります。また、為替変動リスク

のヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には振当

処理を、金利スワップについて

特例処理の条件を充たしている

場合には特例処理を採用してお

ります。         

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…為替予約 

ヘッジ対象…製品輸出による

外貨建売上債権、外貨建予定

取引  

  

② ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(３) ヘッジ方針 

主に当社の内規である「市場

リスク管理規程」及び「リスク

別管理要領」に基づき、金利変

動リスク、為替変動リスクをヘ

ッジしております。 

(４) ヘッジ有効性評価の方法 

ヘッジ対象の相場変動又はキ

ャッシュ・フロー変動の累計と

ヘッジ手段の相場変動又はキャ

ッシュ・フロー変動の累計を比

較し、その変動額の比率によっ

て有効性を評価しております。

ただし、特例処理によっている

金利スワップについては、有効

性の評価を省略しております。 

(１) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…製品輸出による

外貨建売上債権、原材料輸入

による外貨建買入債務及び外

貨建予定取引  

② ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

(３) ヘッジ方針 

同左 

  

(４) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

(１) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象 

① ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

  

  

  

② ヘッジ手段…同左 

ヘッジ対象…同左 

(３) ヘッジ方針 

同左 

  

(４) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のた

めの基本となる重要

な事項 

(１) 消費税等の会計処理  

税抜方式によっております。 

(１) 消費税等の会計処理  

同左 

(１) 消費税等の会計処理 

同左 



 (会計処理方法の変更） 

前中間会計期間 

  ( 自 平成１７年４月 １日 

至 平成１７年９月３０日) 

当中間会計期間 

  ( 自 平成１８年４月 １日 

至 平成１８年９月３０日) 

前事業年度 

  ( 自 平成１７年４月 １日  

至 平成１８年３月３１日)  

 (自動機械部門の売上計上基準の変更) 

自動機械部門の機械本体及び新規設計部品

の売上計上基準については、従来、国内は出

荷基準、海外は船積基準によっておりました

が、当中間会計期間より検収基準に変更して

おります。この変更は自動機械部門の売上の

構成比が高くなってきたこと、自動機械の出

荷から検収にいたる期間の長期化の傾向が現

れてきたこと及び検収データが整備されてき

たことから収益の実態をより適切に反映させ

るために行うものであります。 

 この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、売上高は９1３百万円、営業利益、

経常利益および税引前中間純利益は２９７百

万円それぞれ減少しております。 

─────  (自動機械部門の売上計上基準の変更) 

自動機械部門の機械本体及び新規設計部品

の売上計上基準については、従来、国内は出

荷基準、海外は船積基準によっておりました

が、当事業年度から、検収基準に変更してお

ります。この変更は自動機械部門の売上の構

成比が高くなってきたこと、自動機械の出荷

から検収にいたる期間の長期化の傾向が現れ

てきたこと及び検収データが整備されてきた

ことから収益の実態をより適切に反映させる

ために行うものであります。 

この変更に伴い、従来の方法によった場合

に比べ、売上高は１，２６０百万円、営業利

益、経常利益及び税引前当期純利益は２６１

百万円それぞれ減少しております。 

 (固定資産の減損に係る会計基準) 

当中間会計期間より、固定資産の減損に係

る会計基準「固定資産の減損に係る会計基準

の設定に関する意見書」(企業会計審議会 

平成１４年８月９日)及び「固定資産の減損

に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成１５年１０月３１日)

を適用しております。 

 これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

───── (固定資産の減損に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会

計基準「固定資産の減損に係る会計基準の設

定に関する意見書」(企業会計審議会 平成 

１４年８月９日)及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用

指針第６号 平成１５年１０月 ３１日)を適

用しております。 

これによる損益に与える影響はありませ

ん。 

─────  (貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」(企業会計

基準第５号 平成１７年１２月９日)及び

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指

針第８号 平成１７年１２月   ９日)を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は 

４１，７９１百万円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正により、

当中間会計期間における中間貸借対照表の純

資産の部については、改正後の中間財務諸表

等規則により作成しております。 

───── 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間末 
（平成１８年９月３０日） 

前事業年度末 
（平成１８年３月３１日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  33,260百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  33,275百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  33,121百万円 

 ２ 偶発債務 

保証債務 

 ２ 偶発債務 

保証債務 

 ２ 偶発債務 

保証債務 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証 

喜開理（上海）機器

有限公司 
167百万円 

（外貨額  12,000千RMB）

計 167百万円 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証 

喜開理（上海）機器

有限公司 
179百万円 

（外貨額  12,000千RMB）

計 179百万円 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証 

CKD USA CORPORATION 0百万円 

(外貨額     0千US$）

喜開理（上海）機器 

有限公司 
175百万円 

(外貨額  12,000千RMB）

計 175百万円 

保証予約 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証予約 

CKD THAI  

CORPORATION LTD. 
692百万円 

（外貨額  250,113千Baht）

M-CKD PRECISION 

SDN.BHD. 
74百万円 

（外貨額    2,469千M$）

CKD SINGAPORE 

PTE.LTD. 
87百万円 

（外貨額    1,300千S$）

計 854百万円 

保証予約 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証予約 

CKD THAI  

CORPORATION LTD. 
714百万円 

（外貨額  226,776千Baht）

M-CKD PRECISION 

SDN.BHD. 
211百万円 

（外貨額  6,600千M$）

CKD SINGAPORE 

PTE.LTD. 
96百万円 

（外貨額    1,300千S$）

計 1,022百万円 

保証予約 

関係会社の金融機関からの借入金に対

する保証予約 

CKD THAI  

CORPORATION LTD. 
743百万円 

(外貨額  245,411千Baht）

M-CKD PRECISION  

SDN.BHD. 
146百万円 

(外貨額    4,600千M$）

CKD SINGAPORE  

PTE.LTD. 
94百万円 

(外貨額    1,300千S$）

計 984百万円 

 ３ 運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメント契約を締

結しております。この契約に基づく当中間

会計期間末日の借入未実行残高は、次のと

おりであります。 

 ３ 運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行２行と貸出コミットメント契約を締

結しております。この契約に基づく当中間

会計期間末日の借入未実行残高は、次のと

おりであります。 

 ３  運転資金の効率的な調達を行うため取

引銀行３行と貸出コミットメント契約を締

結しております。この契約に基づく当事業

年度末日の借入未実行残高は次のとおりで

あります。 

貸出コミットメントの

総額 
3,500百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 3,500百万円 

貸出コミットメントの

総額 
3,500百万円 

借入実行残高 － 百万円 

差引額 3,500百万円 

貸出コミットメントの

総額 
3,500百万円 

借入実行残高 －百万円 

差引額 3,500百万円 

※４             ───── ※４ 中間会計期間末日満期手形の会計処理

については、満期日に決済が行われたもの

として処理しております。 

 なお、当中間会計期間末日が金融機関の

休日であったため、次の中間会計期間末日

満期手形が、中間会計期間末残高から除か

れております。 

※４            ───── 

 受取手形 994百万円  



（中間損益計算書関係） 

（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１ 普通株式の自己株式の株式数の増加７千株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

        ２ 普通株式の自己株式の株式数の減少０千株は、単元未満株式の株主の買取による減少であります。 

前中間会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

 減価償却実施額  減価償却実施額  減価償却実施額 

有形固定資産 870百万円 

無形固定資産 36百万円 

有形固定資産 915百万円 

無形固定資産 52百万円 

有形固定資産 1,864百万円 

無形固定資産 87百万円 

 
前事業年度末 
株式数 
（千株） 

当中間会計期間 
増加株式数 
（千株） 

当中間会計期間 
減少株式数 
（千株） 

当中間会計期間末 
株式数 
（千株） 

普通株式（注） 1,824 7 0 1,831 

合計 1,824 7 0 1,831 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年３月３１日） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

１．リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リース

取引（借主側） 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、減価償却

累計額相当額、減損損失累計額相当額及

び期末残高相当額 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(百万円) 

中間 
期末 
残高 
相当額 
(百万円) 

機械及び装置 376 245 131 

(有形固定資
産) 
その他 

1,082 637 445 

無形固定資産 108 75 32 

合計 1,567 957 609 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円)

減価 
償却 
累計額
相当額 
(百万円)

中間 
期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び装置 334 251 82 

(有形固定資
産) 
その他 

850 557 292 

無形固定資産 82 55 26 

合計 1,267 865 402 

 

取得 
価額 
相当額 
(百万円) 

減価 
償却 
累計額
相当額 
(百万円) 

期末 
残高 
相当額 
(百万円)

機械及び装置 334 228 105 

(有形固定資
産) 
その他 

949 609 340 

無形固定資産 73 48 24 

合計 1,357 886 470 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料中間期末残高相当額等 

  未経過リース料中間期末残高相当額 

② 未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 262百万円 

１年超 421百万円 

合計 684百万円 

１年以内 216百万円 

１年超 251百万円 

合計 468百万円 

１年以内 240百万円 

１年超 306百万円 

合計 546百万円 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損勘定の取

崩額、減価償却費相当額、支払利息相当

額及び減損損失 

支払リース料 173百万円 

減価償却費相当額 168百万円 

支払利息相当額 5百万円 

支払リース料 131百万円 

減価償却費相当額 117百万円 

支払利息相当額 3百万円 

支払リース料 295百万円 

減価償却費相当額 287百万円 

支払利息相当額 9百万円 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

…リース期間を耐用年数とし、残存価額

を零とする定額法によっております。 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

④ 減価償却費相当額及び利息相当額の算定

方法 

減価償却費相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

…リース料総額とリース物件の取得価額

相当額の差額を利息相当額とし、各期

への配分方法については、利息法によ

っております。 

利息相当額の算定方法 

同左 

利息相当額の算定方法 

同左 

      

（減損損失について） 

リース資産に分配された減損損失はありま

せん。 

（減損損失について） 

        同左 

（減損損失について） 

        同左 



（有価証券関係） 

 前中間会計期間、当中間会計期間及び前事業年度のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のある

ものはありません。 

（１株当たり情報） 

（注）１株当たり中間（当期）純利益及び潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎は、以下のとお 

      りであります。 

前中間会計期間 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日） 

当中間会計期間 
（自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日） 

前事業年度 
（自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日） 

１株当たり純資産額 526.93円 

１株当たり中間純利益 32.59円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
28.15円 

１株当たり純資産額 631.94円 

１株当たり中間純利益 58.92円 

潜在株式調整後１株当

たり中間純利益 
57.23円 

１株当たり純資産額 583.02円 

１株当たり当期純利益 77.69円 

潜在株式調整後１株当

たり当期純利益 
69.31円 

 
前中間会計期間 

(自 平成１７年４月 １日 
至 平成１７年９月３０日)

当中間会計期間 
(自 平成１８年４月 １日 
至 平成１８年９月３０日)

前事業年度 
(自 平成１７年４月 １日 
至 平成１８年３月３１日)

１株当たり中間(当期)純利益       

  中間(当期)純利益(百万円) 2,043 3,893 4,904 

普通株主に帰属しない金額

(百万円) 
－ － － 

普通株式に係る中間(当期)

純利益(百万円) 
2,043 3,893 4,904 

  期中平均株式数(千株) 62,709 66,079 63,119 

    

潜在株式調整後１株当たり 

中間(当期)純利益 
      

中間(当期)純利益調整額

(百万円) 
24 － 24 

(うち支払利息 

(税額相当額控除後)) 
(11) (－) (11) 

(うち事務手数料 

(税額相当額控除後)) 
(12) (－) (12) 

普通株式増加数(千株) 10,766 1,949 7,980 

(うち転換社債) (5,960)  (－)  (－) 

(うち転換社債型新株予約

権付社債)  
(4,806) (1,949) (7,980) 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間（自 平成１７年４月１日 至 平成１７年９月３０日） 

 該当事項はありません。 

当中間会計期間（自 平成１８年４月１日 至 平成１８年９月３０日） 

 該当事項はありません。 

前事業年度（自 平成１７年４月１日 至 平成１８年３月３１日） 

 該当事項はありません。 



（2）【その他】 

       平成１８年１１月９日開催の取締役会において当期の中間配当に関し、次のとおり決議しました。 

         (イ) 中間配当の総額                            ５２９百万円 

         (ロ) 中間配当の１株当たりの金額                ８円００銭  

         (ハ) 支払請求の効力発生日及び支払開始日     平成１８年１２月８日 

            (注) 平成１８年９月３０日現在の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に対し支払を行い

                 ます。      



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

（1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第８６期）（自 平成１７年４月１日 至 平成1８年３月３１日）平成１８年６月２９日関東財務局

長に提出。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１７年１２月１５日

シーケーディ株式会社    

 取 締 役 会  御中  

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中 村 誠 一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 蛯 原 新 治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシー

ケーディ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の

作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、シーケーディ株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．  会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は自動機械部門の機械本体及び新規設計部品の売上計上基

準を出荷基準から検収基準に変更した。 

２．  会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当中間連結会計期間から固定資産の減損に係る会計基準

を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１８年１２月１４日

シーケーディ株式会社    

 取 締 役 会  御中  

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中 村 誠 一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 蛯 原 新 治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシー

ケーディ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算

書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財

務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、シーケーディ株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関

する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結財務諸表に

添付する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１７年１２月１５日

シーケーディ株式会社    

 取 締 役 会  御中  

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中 村 誠 一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 蛯 原 新 治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシー

ケーディ株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８６期事業年度の中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について

中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対

する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、シーケーディ株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年

４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 追記情報 

１．  会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は自動機械部門の機械本体及び新規設計部品の売上計上基

準を出荷基準から検収基準に変更した。 

２．  会計処理方法の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産の減損に係る会計基準を適

用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 



独立監査人の中間監査報告書

   平成１８年１２月１４日

シーケーディ株式会社    

 取 締 役 会  御中  

 監 査 法 人 ト ー マ ツ  

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 中 村 誠 一  印 

 
指定社員 

業務執行社員
 公認会計士 蛯 原 新 治  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシー

ケーディ株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８７期事業年度の中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株

主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立

の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、シーケーディ株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年

４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

（注） 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財務諸表に添付

する形で別途保管している。 
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